
平成 12 年３月期  中間決算短信                         平成 11 年 11 月 15 日 
 
上 場 会 社 名  ア イ ホ ン 株 式 会 社  上場取引所（所属部）   東証・名証 （第二部） 
コ ー ド 番 号  ６７１８ 
本 社 所 在 地  名古屋市熱田区神野町二丁目１８番地 
問 合 せ 先    責任者役職名  常務取締役管理本部長 

  氏    名   青  木  弘  雄  TEL（０５２）６８２－６１９１ 
中間決算取締役会開催日 平 成 １ １ 年 １ １ 月 １ ５ 日  
中間配当支払開始日 平 成 １ １ 年 １ ２ 月 １ ０ 日  中間配当制度の有無       有  
 
１．１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日 ∼ 平成１１年９月３０日） 

（１）経営成績                （注）百万円未満切捨 

 売  上  高 (対前年中間期増減率) 営業利益 (対前年中間期増減率) 経 常 利 益 (対前年中間期増減率) 
 

11 年９月中間期 
10 年９月中間期 

           百万円            ％ 
１０，５６３（△１１.０） 
１１，８７３（    １.４） 

          百万円              ％ 
    ８２４    （△２６.０） 

１，１１４    （△２４.９） 

            百万円            ％ 
  ８７１  （  ４０.９） 

  ６１８  （△５６.４） 
1 1 年３月期 ２４，８９９ ３，２４１ ３，１９８ 
    

１ 株 当 た り  
中間(当期)純利益 ( 対前年中間期増減率 ) 

中間(当期 )純利益 
会 計 処 理 基 準 

 
11 年９月中間期 
10 年９月中間期 

          百万円                   ％ 
    ５１４       （  ２２.６） 

    ４１９       （△４０.０） 

       円    銭 
   ２４ ９８ 

   ２０ ３８ 

 
中間財務諸表作成基準 
中間財務諸表作成基準 

1 1 年３月期 １，７１７     ８３ ４２ 
 

（注）１．期中平均株式数 11 年９月中間期    ２０,５９２,０００株 
10 年９月中間期     ２０,５９２,０００株 
11 年 ３ 月 期      ２０,５９２,０００株 

 

    ２．会計処理の方法の変更       無 

    ３．11 年９月中間期につきましては、税効果会計を適用しております。  

（２）配当状況   

１株当たり １ 株 当 た り  

中間配当金 年 間 配 当 金 
 

11 年９月中間期 
10 年９月中間期 

        円   銭 
    ５  ００ 

    ５  ００ 

 

1 1 年 ３ 月 期  １５ 円 ００ 銭 

 
 

 

（３）財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 
11 年９月中間期 
10 年９月中間期 

            百万円 
    ３２，０７９   

    ３０，２９１ 

               百万円 
    ２８，１３８    

    ２６，２４５ 

                ％ 
        ８７．７      

        ８６．６ 

            円        銭 
  １，３６６    ４６ 

  １，２７４    ５４ 

1 1 年 ３ 月 期     ３２，１３４     ２７，４４０         ８５．４   １，３３２    ５７ 

（注）１．期末発行済株式数 
 11 年９月中間期   ２０,５９２,０００株  
 10 年９月中間期   ２０,５９２,０００株 
 11 年 ３ 月 期     ２０,５９２,０００株 

（額面株式、１単位の株式数 100 株）   
２．中間期末の有価証券の評価損益 
３．中間期末のデリバティブ取引の評価損益 

３２４百万円 
     百万円 

 

  
２．１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日 ∼ 平成１２年３月３１日）  

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期 末  
 

１ ２ 年 ３ 月 期 
          百万円 

    ２５，０００   
          百万円 

      ３，２００   
       百万円 

      １，８７０   
      円     銭 
   ５  ００ 

    円     銭 
１０   ００ 

（参考）  １株当たり予想当期純利益     ９０円８１銭  
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添付資料 

 

１．経営方針 

 

(1)経営の基本方針 

当社は昭和２３年の創業以来、インターホンや電話機を中心とした通信機器の専門メーカーと

して今日に至っております。 
基本方針は、経営理念の「自分の仕事に責任を持て 他人に迷惑をかけるな」のもと、開発から

生産・販売・アフターサービスに至るまで一貫して行い、お客様に満足していただける商品づく

りを行うことにあります。 
また、将来ビジョンとして「Heart in Life by Communication」を掲げ、２１世紀に向け、安

心・安全・快適なシステムを提案し、社会の発展に貢献していきたいと考えております。 

 
(2)中長期的な経営戦略 

当社では、これまで主要な市場として住宅市場と病院市場を位置づけ、商品開発と販売拡大に

努めてまいりました。住宅市場は、ドアホンの普及率の向上や集合住宅システム、テレビドアホ

ン等の商品開発の活発化により、売上が拡大してまいりました。病院市場は、新築病院の増加は

望めないものの、近年高齢化の進展とともに高齢者施設・高齢者住宅の需要が増加してきており、

当社では、急ピッチで進む高齢社会に対応したこれらの市場をこれまでの病院に加え、ケア市場

として位置づけ、積極的な商品開発と販売拡大を進めてまいりました。 
住宅市場におきましては、防犯・防災に対する関心の高まりを受け、ここ数年進行しているド

アホンからテレビドアホンへの流れを更に進め、モノクロからカラーテレビドアホンへの移行を

推進して行くことと、集合住宅において進む火災報知設備との連動を強化することで売上の拡大

を図ってまいりたいと考えております。 
ケア市場におきましては、平成２年度から導入されたゴールドプラン（後に新ゴールドプラン

に改定）が今年度で終了し、来年度からは介護保険制度が導入されます。介護保険制度の導入に

より、従来の施設介護に加え今後は在宅介護の質・量が求められるようになります。当社ではこ

れまで病院用や高齢者施設用の商品で培ってきたノウハウを基に、今後増大する在宅介護などの

介護市場に向けた商品開発や販売政策を推進し、住宅に次ぐ大きな柱として育ててまいります。 

 
(3)利益配分に関する基本方針 

当社では株主の皆様に対する利益還元を経営の重要な政策と位置づけるとともに、将来の企業

体質の強化及び安定的な利益確保のため内部留保に努めてまいりたいと考えております。 
こうした考え方のもと、中間配当は５円を据え置いているものの、過去６期の期末配当におい

て普通配当の５円に加え、記念配当または特別配当として２～５円の配当による株主還元を行っ

てまいりました。また、平成２年の上場以後株式分割を３度行っており、これからも積極的な株

主還元を継続してまいりたいと考えております。 
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２．経営成績 

 

(1)当中間期の概況 

当中間期におけるわが国の経済は、政府の景気対策により景気の悪化に歯止めがかかり緩やか

な回復基調にあるものの、個人消費に力強さはなく為替相場の動向も予断を許さない状況にあり、

全体的には低迷した状態で推移いたしました。 
一方、輸出環境としましては､米国経済が好調に推移し欧州も回復基調にありましたが、円高が

進み価格競争力においては厳しいものがありました。 
住宅設備の分野におきましては、新設住宅着工件数が今春より回復傾向にありますが、その足

取りは重く年ベースで１２０万戸台が予想されるなど依然として厳しい状況にありました。 
このような状況の中で、当社はお客様のニーズに応えるべく新製品の開発と積極的な営業活動

を展開して業績の向上に努めてまいりました。 
当中間期の販売状況につきましては、ナースコール機器は特別養護老人ホームや老人保健施設

など高齢者施設向けのケアシステムが増加し前中間期比１１.５％増とすることができました。 
一方、新設住宅着工件数は回復基調にあるものの、着工と納入の時期がずれるため当社の売上

における回復感は乏しく、インターホン機器は､前中間期に比べ１６.２％の減少となりました。

また防犯・防災機器は競争の激化も加わり前中間期比２０.６％の減少となりました｡ 
利益面におきましては､株式市場の回復により有価証券評価損の計上がなかったため､経常利

益・中間純利益とも前年同期を上回ることができました。 
これらの結果、当中間期の売上高は１０５億６千３百万円(前年同期比１１.０％減)と前中間期

を下回りましたが、経常利益は８億７千１百万円(前年同期比４０.９％増)、中間純利益は５億１

千４百万円(前年同期比２２.６％増)と前中間期を上回ることができました。 

 
(2)通期の見通し 

通期の見通しにつきましては、景気は緩やかに回復していくものと思われます｡ 
当社を取り巻く環境は､住宅市場は低金利と住宅減税の効果もあり、緩やかな回復を続けており

ましたが、住宅減税の反動や雇用情勢の悪化などから予断を許さない情勢にあります。 
このような状況の中で、当社は従来以上にお客様のニーズに応えた新製品開発、営業展開を進

めるとともに、原価率の改善や経費の削減等の経営の合理化により業績の向上に努め､株主の皆様

のご期待に応えてまいる所存でございます。 
なお、通期の業績見通しは、売上高２５０億円（前期比０.４％増)、経常利益は３２億円(前期

比横ばい)、当期純利益は１８億７千万円 (前期比８.９％増)を見込んでおります。 
 
３．コンピューター西暦２０００年問題への対応状況等 

 

(1)対応状況等 

①取組み方針 

当社は、いわゆる西暦２０００年問題を単なる社内情報システムの問題としてではなく、経営

上の重要な課題と認識しており、全社で対応を推進しております。特にお客様に販売した商品、

これから販売する商品において支障のないよう万全の体制を敷いて取組んでおります。 
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②取組み体制 

以前よりありました各部門の対応体制を発展的にまとめ、本年３月より情報システム担当の役

員を責任者とする「西暦２０００年問題特別委員会」を組織し、定期的に会合を開き調査・対応

を進めてまいりました。また、それらの内容は、適宜常勤役員で構成する経営会議に報告し、全

社的な情報の共有化を図っております。 

 
③対応の進捗状況 

現在当社が出荷している商品において問題のあるものはありません。過去出荷した商品につき

ましても対応は全て完了しております。 

社内情報システムにつきましては、１９８７年頃よりシステムを見直す都度主要なシステムに

ついて西暦２０００年問題を考慮した対応を行ってまいりました。また、それ以外のシステムに

つきましても、本年９月迄にテストを含めほぼ対応を完了しております。 

 

(2)対応のための支出金額等 

これらに対応する費用は、システムの更新や機能充実に合わせて行う場合が多く、西暦２００

０年問題だけを明確に区分して費用を把握することはできません。ただ、今期の支出の見込みは

４千万円であり、その規模は当社の経営に大きな影響を与えるような金額とはなっておりません。 

 

(3)危機管理計画等 

当社は万全を期して西暦２０００年問題の対応に取組んでまいりましたが、万一の不測の事態

において、その影響を極小化すべく危機管理計画を策定いたしました。また、その一環として、

「年末年始特別管理体制」を敷き、お客様の問い合わせ等にお応えする窓口を設置する予定であ

ります。 
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４．中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

資      産      の      部 

科      目 当 中 間 期 
(平成 11 年９月３０日現在) 

前 中 間 期 
(平成 10 年９月３０日現在) 比 較 増 減 

前     期 
(平成 11 年３月３１日現在) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

自 己 株 式 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

繰 延 税 金 資 産 

その他の流動資産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

無形固定資産 

商 標 権 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

その他の権利金 

投 資 等 

投 資 有 価 証 券 

子 会 社 株 式 

敷金及び保証金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

その他の投資等 

貸 倒 引 当 金 

  ２１，３５１ 

   ８，４２５ 

   ３，２５１ 

   ３，５９５ 

   ２，４８３ 

       ０ 

   １，７５０ 
     ９２４ 

     ７０７ 

     １８４ 

      ６４ 

 △    ３６ 

  １０，７２８ 

（  ６，７５３） 

   ２，２７１ 

      ２３ 

     １８７ 

       ４ 

     ４７３ 

   ３，７９３ 

（   １５４） 

      １２ 

      ２３ 

     １１８ 

       ― 

（  ３，８１９） 

   ２，１０５ 

     ６１３ 

     ２０７ 

       ６ 

     ２３３ 

     ６９０ 

 △    ３７ 

  ２０，３３３ 

   ７，２０６ 

   ３，６９１ 

   ３，９４３ 

   ２，０４３ 

       ０ 

   １，６２３ 

     ９８０ 

     ８０７ 

      ― 

      ９１ 

 △    ５３ 

   ９，９５８ 

（  ７，０９８） 

   ２，４５２ 

      ２６ 

     ２２７ 

       ６ 

     ５９２ 

   ３，７９３ 

（     ６５） 

      ４２ 

      ２３ 

      ― 

       ０ 

（  ２，７９３） 

   １，３６８ 

     ５００ 

     ２１１ 

      ５２ 

      ― 

     ７０２ 

 △    ４２ 

   １，０１７ 

   １，２１９ 

 △     ４３９ 
 △     ３４７ 
     ４３９ 

       ０ 

      １２７ 

 △      ５５ 
 △     １００ 
       １８４ 
 △    ２６ 

      １７ 

     ７７０ 

（△   ３４４）

 △     １８０ 
 △     ３ 

 △    ３９ 

 △     ２ 

 △   １１９ 

      ― 

（     ８９）

 △    ３０ 

       ０ 

     １１８ 

 △     ０ 

（  １，０２６）

     ７３６ 

     １１２ 

 △     ４ 

 △    ４５ 

     ２３３ 

 △    １２ 

       ５ 

  ２１，９７３ 

   ７，９０４ 

   ４，５６２ 

   ３，９３２ 

   ２，０８７ 

       ０ 

   １，７３６ 

   １，００５ 

     ７６２ 

      ― 

      ４４ 

 △    ５９ 

  １０，１６０ 

（  ６，９２９） 

   ２，３５４ 

      ２４ 

     ２０３ 

       ４ 

     ５４７ 

   ３，７９３ 

（     ５０） 

      ２７ 

      ２３ 

      ― 

      ― 

（  ３，１８１） 

   １，７９２ 

     ４４９ 

     ２１５ 

      ６８ 

      ― 

     ６９４ 

 △    ４０ 

資 産 合 計   ３２，０７９   ３０，２９１    １，７８７   ３２，１３４ 

 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（単位：百万円） 

負      債      の      部 

科      目 当 中 間 期 
(平成 11 年９月３０日現在) 

前 中 間 期 
(平成 10 年９月３０日現在) 比 較 増 減 

前     期 
(平成 11 年３月３１日現在) 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 事 業 税 等 

未 払 費 用 

賞 与 引 当 金 

その他の流動負債 

固 定 負 債 

退職給与引当金 

預 り 保 証 金 

（  ２，７１５） 

     ７７７ 

     ４８３ 

     ５１２ 

      －  

     １７４ 

     ６５２ 

     １１６ 

（  １，２２５） 

     ９２６ 

     ２９８ 

（  ２，９０６） 

     ８０２ 

     ５４４ 

     ３８３ 

     １１９ 

     １７３ 

     ７５７ 

     １２３ 

（  １，１４０） 

     ８７６ 

     ２６３ 

（△ １９０） 

 △  ２５ 

 △  ６１ 

   １２８ 

 △ １１９ 

     ０ 

 △ １０５ 

 △   ７ 

（   ８５） 

    ５０ 

    ３５ 

（  ３，５０９） 

     ６０６ 

     ５８３ 

   １，３３２ 

      －  

     １７８ 

     ６３６ 

     １７１ 

（  １，１８５） 

     ９０１ 

     ２８３ 

負 債 合 計    ３，９４１    ４，０４６  △ １０４    ４，６９４ 

 資      本      の      部 

資 本 金 

資 本 準 備 金 

利 益 準 備 金 

その他の剰余金 

任 意 積 立 金 

中間(当期)未処分利益 

(うち中間(当期)純利益) 

   ５，３９８ 

   ５，３７９ 

     ３０８ 

（ １７，０５０） 

  １０，２４７ 

   ６，８０３ 

（    ５１４） 

   ５，３９８ 

   ５，３７９ 

     ２７４ 

（ １５，１９１） 

   ９，８２０ 

   ５，３７０ 

（    ４１９） 

    － 

    － 

    ３３ 

（１，８５９） 

    ４２６ 

 １，４３２ 

（   ９４） 

   ５，３９８ 

   ５，３７９ 

     ２８５ 

（ １６，３７６） 

   ９，８２０ 

   ６，５５５ 

（  １，７１７） 

資 本 合 計   ２８，１３８   ２６，２４５  １，８９２   ２７，４４０ 

負 債 及 び 資 本 合 計   ３２，０７９   ３０，２９１  １，７８７   ３２，１３４ 

 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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  ５．中間損益計算書 

（単位：百万円） 

科      目 

当 中 間 期 

自 平成 11 年 4 月 1 日 

至 平成 11 年 9 月 30 日 

前 中 間 期 

自 平成 10 年 4 月 1 日 

至 平成 10 年 9 月 30 日 

比較増減 

前     期 

自 平成 10 年 4 月 1 日 

至 平成 11 年 3 月 31 日 

営 業 収 益 

売 上 高 

営 業 費 用 

売 上 原 価 

販売費及び一般管理費 

 

 １０，５６３ 

（ ９，７３８） 

  ６，２４０ 

  ３，４９８ 

 

 １１，８７３ 

（１０，７５９） 

  ６，９３９ 

  ３，８１９ 

 

 △１，３１０ 
（△１，０２０） 

 △  ６９９ 

 △  ３２１ 

 

 ２４，８９９ 

（２１，６５７）

 １４，３３７ 

  ７，３２０ 

営 

業 

損 

益 

の 

部 営 業 利 益     ８２４   １，１１４  △  ２８９   ３，２４１ 

営 

業 

外 

損 

益 

の 

部 

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 

有価証券評価損戻入 

その他の営業外収益 

営 業 外 費 用 

支払利息及び割引料 

有 価 証 券 売 却 損 

有 価 証 券 評 価 損 

その他の営業外費用 

（   １２２） 

     ３４ 

     ２４ 

     ６４ 

（    ７５） 

      ４ 

      ４ 

     －  

     ６５ 

（   １００） 

     ４９ 

     －  

     ５１ 

（   ５９６） 

      ６ 

      ０ 

    ５１５ 

     ７４ 

（    ２２） 

 △   １５ 
     ２４ 
     １３ 
（△  ５２０） 
 △    １ 
      ４ 
 △  ５１５ 
 △    ８ 

（   ２２７）

    １１７ 

     － 

    １１０ 

（   ２６９）

     １１ 

      ０ 

     ９９ 

    １５８ 

経 

 

常 

 

損 

 

益 

 

の 

 

部 

経 常 利 益     ８７１     ６１８     ２５２   ３，１９８ 

特 

別 

損 

益 

の 

部 

特 別 利 益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 

投資有価証券売却損 

そ の 他 の 特 別 損 失 

（    ２５） 

     ２５ 

（     ３） 

      ３ 

     － 

     － 

（    ２４） 

     ２４ 

（     ３） 

      ３ 

     － 

      ０ 

（     ０） 

      ０ 

（△    ０） 

      ０ 

     － 

 △    ０ 

（    １９）

     １９ 

（    ５７）

     １１ 

     ４４ 

      ０ 

税引前中間（当期）純利益     ８９３     ６３９     ２５３   ３，１６０ 

法 人 税 及 び 住 民 税      －     ２２０  △  ２２０      － 

法人税、住民税及び事業税     ３７９      －     ３７９   １，４４３ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益     ５１４     ４１９      ９４   １，７１７ 

前 期 繰 越 利 益   ５，８５１   ４，９５０     ９００   ４，９５０ 

過 年 度 税 効 果 調 整 額     ４１７      －     ４１７      － 

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う 

圧 縮 記 帳 準 備 金 取 崩 高 
     １９      －      １９      － 

中 間 配 当 額      －      －      －     １０２ 

中間配当に伴う利益準備金積立額      －      －      －      １０ 

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益   ６，８０３   ５，３７０   １，４３２    ６，５５５ 

 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 



 7

 

中間財務諸表作成の基本となる事項 

 

１．正規の決算において採用している会計処理の原則および手続と異なる事項 

 （１）退職給与引当金繰入額 

     中間会計期間末に在籍する従業員および役員に対する退職給与引当金の事業年度分繰入見積額 

    の１／２を計上しております。 

 （２）減価償却費 

     中間会計期間末における固定資産の年間減価償却費見積額を期間により按分して計上しており 

    ます。 

 （３）税効果会計 

     簡便法を適用しております。 

     なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間から税効果会計を適用しております。 

     これに伴い、税効果会計を適用しない場合と比較して、資産は４１７百万円増加し、中間純利 

    益は３百万円、中間未処分利益は４４０百万円それぞれ多く計上しております。 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

     製品、原材料、仕掛品   ……先入先出法に基づく原価法 

３．有価証券の評価基準および評価方法 

     取引所の相場のある有価証券……移動平均法に基づく低価法(洗替え方式) 

     その他の有価証券     ……移動平均法に基づく原価法 

４．有形固定資産の減価償却の方法 

     法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法 

５．リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 

    いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．消費税等の処理方法 

     税抜方式を採用し、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ「その他の流動負債」に含 

    めて表示しております。 

 

追 加 情 報 

 

１．ソフトウェアの処理方法 

 （１）自社利用のソフトウェア 

     過年度取得分については、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日 

    本公認会計士協会・会計制度委員会報告第１２号  平成１１年３月３１日）の経過措置の適用に 

    より従来の会計処理方法を継続し、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により減 

    価償却を行っております。また、当期取得分についてはすべて取得年度で償却し「販売費及び一 

    般管理費」として計上しております。ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示につ 

    いては投資等の｢長期前払費用｣から無形固定資産の｢ソフトウェア｣に科目名を変更しております。 

 （２）市場販売目的のソフトウェア 

     「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会・会計制 

    度委員会報告第１２号  平成１１年３月３１日）の経過措置の適用により過年度取得分について 

    従来の会計処理方法を継続し、見込販売数量に基づき減価償却を行っております。ただし、同報 

    告により上記に係るソフトウェアの表示については流動資産の｢仕掛品｣から無形固定資産の「ソ 

    フトウェア」に科目名を変更しております。 

２．事業税 

     事業税（当中間会計期間７８百万円）は、前中間会計期間において「販売費及び一般管理費」 

    に含めておりましたが、当中間会計期間より「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示してお 

    ります。 

     この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して営業利益、経常利益および税引前中間純 

    利益はそれぞれ同額多く計上されております。
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表示方法の変更 

 

 前中間会計期間まで「未払事業税等」として表示していた未払事業税及び未払事業所税については、当 

中間会計期間において未払事業税（７８百万円）を「未払法人税等」に含め、未払事業所税（１０百万円） 

を「その他の流動負債」に含めて表示しております。 

 

１株当たり配当金 
                   〔当中間期〕     〔前中間期〕     〔前  期〕 

１株当たり配当金   普通配当     ５円００銭    ５円００銭   １０円００銭 

           記念配当       －        －      ５円００銭 
 

注  記  事  項 

 

                   〔当中間期〕     〔前中間期〕     〔前  期〕 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ５，６９０百万円  ５，１７２百万円  ５，４６３百万円 

 

２．受取手形割引高および受取手形裏書譲渡高 

    受取手形割引高                    ４百万円          ８百万円          － 

    受取手形裏書譲渡高            ７１９百万円      ８９５百万円  １，０３７百万円 

 

３．自己株式の数            １６６株     １５９株      ８７株 

 

４．リース取引関係 

 （１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

   ①リース物件の取得価額相当額、 減価償却累計額相当額および中間期末(期末)残高相当額 

                 〔当中間期〕     〔前中間期〕     〔前  期〕 

取 得 価 額 相 当 額  

 工具器具備品 ５０５百万円 ５０１百万円 ４７０百万円 

 長期前払費用 － １５５百万円 １６６百万円 

 ソフトウェア※ １６６百万円 － － 

 合       計 ６７１百万円 ６５７百万円 ６３７百万円 

減価償却累計額相当額    

 工具器具備品 ２４７百万円 ２２６百万円 ２１７百万円 

 長期前払費用 － ６１百万円 ７８百万円 

 ソフトウェア※  ９４百万円 － － 

 合       計 ３４２百万円 ２８８百万円 ２９６百万円 

中間期末(期末)残高相当額    

 工具器具備品 ２５７百万円 ２７４百万円 ２５２百万円 

 長期前払費用 － ９３百万円 ８８百万円 

 ソフトウェア※ ７１百万円 － － 

 合       計 ３２９百万円 ３６８百万円 ３４１百万円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に

占める割合が低いため「支払利子込み法」により算定しております。 

 

※当中間会計期間から自社利用目的のソフトウェアについては、「長期前払費用」から「ソフトウェア」

に変更しております。
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② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

              〔当中間期〕     〔前中間期〕    〔前  期〕 

1 年 内 １２６百万円 １１９百万円 １２２百万円 

1 年 超 ２０３百万円 ２４９百万円 ２１８百万円 

合   計 ３２９百万円 ３６８百万円 ３４１百万円 

なお、未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資

産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため「支払利子込み法」により算定しております。 

 

   ③支払リース料および減価償却費相当額 

                 〔当中間期〕     〔前中間期〕    〔前  期〕 

支 払 リ ー ス 料 ９１百万円 ６４百万円 １２８百万円 

減価償却費相当額 ９１百万円 ６４百万円 １２８百万円 

 

   ④減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

  （２）オペレーティング・リース取引 

        該当事項はありません。 
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６．品目別売上高 

（単位：百万円） 

     期 別 当 中 間 期 

自 平成 11 年４月 １日 

至 平成 11 年９月 30 日 

前 中 間 期 

自 平成 10 年４月 １日 

至 平成 10 年９月 30 日 

増減率 

前    期 

自 平成 10 年４月 １日 

至 平成 11 年３月 31 日 

 品 目 金  額 構成比 金  額 構成比  金  額 構成比 

インターホン機器 

 

   2,656 

(    377 )

     ％ 

    25.1 

(   41.1) 

 

   3,170 

(    435 ) 

    ％ 

    26.7 

(   39.0) 

     ％ 

 △ 16.2 

(△ 13.4) 

 

   6,710 

(    839 )

     ％ 

    27.0 

(   39.6) 

防犯 ･防災機器 

 

   2,368 

(      4 )

 

    22.4 

(    0.5) 

 

   2,983 

(    40 ) 

 

    25.1 

(    3.6) 

 

 △ 20.6 

(△ 88.9) 

 

   6,178 

(     48 )

 

    24.8 

(    2.3) 

視 聴 覚 機 器 

 

   3,237 

(    372 )

 

    30.7 

(   40.6) 

 

   3,383 

(    484 ) 

 

    28.5 

(   43.4) 

 

 △  4.3 

(△ 23.1) 

 

   7,071 

(    926 )

 

    28.4 

(   43.6) 

ナースコール機器 

 

   1,391 

(     91 )

 

    13.2 

(   10.0) 

 

   1,248 

(     78 ) 

 

    10.5 

(    7.0) 

 

    11.5 

(   16.6) 

 

   2,673 

(    156 )

 

    10.7 

(    7.4) 

情 報 通 信 機 器 

 

     588 

(    － ) 

 

     5.6 

(    － ) 

 

     721 

(    － ) 

 

     6.1 

(    － ) 

 

 △ 18.3 

(    － ) 

 

   1,466 

(    － ) 

 

     5.9 

(    － ) 

そ の 他 

 

     319 

(     72 )

 

     3.0 

(    7.8) 

 

     365 

(     77 ) 

 

     3.1 

(    7.0) 

 

 △ 12.5 

(△  6.8) 

 

     799 

(    151 )

 

     3.2 

(    7.1) 

合 計 

 

  10,563 

(    917 )

 

   100.0 

(  100.0) 

 

  11,873 

(  1,116 ) 

 

   100.0 

(  100.0) 

 

 △ 11.0 

(△ 17.8) 

 

  24,899 

(  2,122 )

 

   100.0 

(  100.0) 

 

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．( )内の数字は輸出売上高、構成比および増減率であります。 
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７．有価証券の時価等 

 

（百万円未満切捨） 

             期 別  当中間期(平成 11 年 9 月 30 日)  前中間期(平成 10 年 9 月 30 日)   前期 (平成 11 年 3 月 31 日) 

 種 類 

貸借対照 

表計上額 
時 価 評価損益 

貸借対照 

表計上額 
時 価 評価損益 

貸借対照 

表計上額 
時 価 評価損益 

(1)流動資産に属するもの 

     株   式 

     債   券 

     そ の 他 

 

     44 

     - 

  1,451 

 

     43 

     - 

  1,453 

 

 △   0 

     - 

      1 

 

     77 

     - 

  1,030 

 

     77 

     - 

  1,038 

 

 △   0 

     - 

      8 

 

     68 

     - 

  1,031 

 

     68 

     - 

  1,032 

 

 △   0 

     - 

      1 

     小   計   1,495   1,497       1   1,108   1,116       8   1,100   1,101       0 

 

(2)固定資産に属するもの 

     株   式 

     債   券 

     そ の 他 

 

 

  1,503 

    297 

     - 

 

 

  1,830 

    294 

     - 

 

 

    326 

 △   3 

     - 

 

 

  1,064 

     - 

     - 

 

 

  1,084 

     - 

     - 

 

 

     19 

     - 

     - 

 

 

  1,488 

     - 

     - 

 

 

  1,569 

     - 

     - 

 

 

     80 

     - 

     - 

     小   計   1,801   2,124     323   1,064   1,084      19   1,488   1,569      80 

     合   計   3,297   3,622     324   2,172   2,200      28   2,589   2,670      81 

 

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法 
     上 場 有 価 証 券  主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

     店 頭 売 買 有 価 証 券  日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 

     非上場の証券投資信託の受益証券  基準価格によっております。 

     気 配 等 を 有 す る 有 価 証 券  日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等によってお 
                      ります。 

     上 記 以 外 の 債 券  日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、 
     （時価の算定が困難なものを除く） 残存償還期間等を勘案して算定した価格等によっております。
                       
 
   ２．株式には自己株式を含んでおります。 
     なお、評価損益は次のとおりであります。      〔当中間期〕  〔前中間期〕  〔 前  期 〕
      流動資産に属するもの               △0 百万円    △0 百万円     0 百万円 
 
   ３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 
                              〔当中間期〕  〔前中間期〕  〔 前  期 〕 
      流動資産に属するもの 
         マネー・マネジメント・ファンド       376 百万円    425 百万円    376 百万円 
         フリー･ファイナンシャル･ファンド      100 百万円    100 百万円    100 百万円 
         中期国債ファンド              100 百万円        －      100 百万円 
         クローズド期間内の 
          証券投資信託の受益証券          410 百万円    410 百万円    410 百万円 
      固定資産に属するもの 
         非上場株式(店頭売買株式を除く)       647 百万円    534 百万円    482 百万円 
         貸付信託受益証券              270 百万円    270 百万円    270 百万円 

 

 

８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

 

該当事項はありません。 

 


